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米国会計基準採用の有無    無 

 
１．18年9月中間期の連結業績（平成18年4月1日～平成18年9月30日） 
(1)連結経営成績                         （注）記載金額は百万円未満を切り捨てております。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 
18年9月中間期 
17年9月中間期 

25,565    32.5 
19,288   △9.1 

△601   ―  
△1,443  ―  

△801  ―  
△2,060  ―  

18年3月期 64,204     38     △770     
 

 中間(当期)純利益 １株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 百万円     ％ 円  銭 円  銭 
18年9月中間期 
17年9月中間期 

△1,050  ―  
△16,642  ―  

△7.52 
△269.35 

―       
―       

18年3月期 △15,218     △151.19 ―       
(注)①持分法投資損益     18年9月中間期  ― 百万円 17年9月中間期  ― 百万円 18年3月期  ― 百万円 
    ②期中平均株式数(連結)  18年9月中間期 139,731,254株 17年9月中間期  61,786,116株 18年3月期  100,655,938株 
なお、当社が発行する優先株式は、普通株式と同等とみなされるため、期中平均株式数にはこれらの株式数を含めております。 

    ③会計処理の方法の変更  無 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(2)連結財政状態 
 総 資 産     純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円   銭 
18年9月中間期 
17年9月中間期 

41,726 
43,625 

2,899 
2,704 

6.9 
6.2 

20.75 
19.35 

18年3月期 53,649 3,980 7.4 28.49 
(注)期末発行済株式数(連結) 18年9月中間期 139,728,691株  17年9月中間期 139,748,230株   18年3月期 139,733,505株 
なお、当社が発行する優先株式は、普通株式と同等とみなされるため、期末発行済株式数にはこれらの株式数を含めております。 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動による          
キャッシュ・フロー 

投資活動による          
キャッシュ・フロー 

財務活動による          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 
18年9月中間期 
17年9月中間期 

1,396 
2,777 

       △831 
△596 

△1,580 
△2,486 

818 
1,265 

18年3月期 4,306 △875 △3,182 1,819 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数  9社  持分法適用非連結子会社数  ― 社  持分法適用関連会社数 ― 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)  1 社 (除外)   ― 社    持分法 (新規)   ― 社 (除外)   ― 社 
 
２．19年3月期の連結業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
 百万円  百万円  百万円  
通   期 67,770  570  260 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）   1円86銭 
 
※ 業績予想につきましては、現時点において合理的と判断する一定の前提に基づいており、様々な不確定要素が 
内在しているため、実際の業績は予想数値と異なる可能性があります。 
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１１１１．．．．企業集団企業集団企業集団企業集団のののの状状状状況況況況    
 
     当企業集団は、舗装・土木を主とする建設事業及び舗装資材の製造販売等を営んでいる当社（世紀東急工業㈱）､ 
    子会社１0社、関連会社３社及びその他の関係会社２社で構成されておりますが、当企業集団各社の主な事業内 
    容と当該事業における位置付けは以下のとおりであります。 
     なお、当企業集団は東京急行電鉄㈱を中心とする東急グループの一員であります。 
    建 設 事 業・・・当社と子会社である新世紀工業㈱、やまびこ工業㈱、㈱大和舗道、ほくりく工業㈱及びみ 
              ちのく工業㈱、関連会社であるガルフシール工業㈱及び中外エンジニアリング㈱が営んで 
              おります。 
              新世紀工業㈱及び中外エンジニアリング㈱からは工事の一部を受注しております。また、 
              その他の関係会社である東急建設㈱及び東京急行電鉄㈱からも、工事の一部を受注してお 
              ります。 
    舗装資材製造販売事業・・・当社と子会社である新世紀工業㈱、エスティ建材㈱及び若栗建材㈱、関連会社である能登 
              アスコン㈱が営んでおります。 
              新世紀工業㈱、エスティ建材㈱及び能登アスコン㈱からは製造された舗装資材の一部を購 
              入し、また、当社からも同社へ同様の製品の一部を販売しております。 
    スポーツ関連事業・・・当社は上記の事業の他にもスポーツ関連事業及び不動産事業等を営んでおります。 
    及び不動産事業等   子会社であるエス・ティ・サービス㈱は建設機械の販売及び自動車等のリース事業を営ん 
              でおり、当社はその一部を購入または賃借しております。 
              ㈱水戸プロパティーは不動産の賃貸事業を営んでおります。 
              ㈱ロイヤルフォレストゴルフ倶楽部はゴルフ場その他スポーツ施設の経営等を事業目的と 
              しております。 
              なお、㈱ロイヤルフォレストゴルフ倶楽部は当中間連結会計期間より連結対象としており 

ます。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    

    

    

 
建 設 事 業 

 
舗装資材製造 
  販売事業 

 
スポーツ関連事業
及び不動産事業等 

エ ス テ ィ 建 材 ㈱

ガ ル フ シ ー ル 工 業 ㈱

能 登 ア ス コ ン ㈱

（工事の発注）

（工事の請負）

（製品の販売）

（製品の販売）

（製品の販売）

(機械等の購入及び賃借) 

㈱ 水 戸 プ ロ パ テ ィ ー

㈱ロイヤルフォレストゴルフ倶楽部 

（業務の委託） 

東 急 建 設 ㈱ 

東京急行電鉄㈱ 

中外エンジニアリング㈱

世紀東急工業㈱ 

（工事の請負）
（工事の請負） 

（工事の請負） 

連 結 子 会 社 ９社 

非 連 結 子 会 社 １社 

関 連 会 社 ３社 

(注) 

その他の関係会社 ２社 

㈱ 大 和 舗 道

新 世 紀 工 業 ㈱

ほ く り く 工 業 ㈱

エス・ティ・サービス㈱

み ち の く 工 業 ㈱

や ま び こ 工 業 ㈱

若 栗 建 材 ㈱



 ３

    

２２２２．経経経経    営営営営    方方方方    針針針針     
 
１．経営の基本方針  
  当社は、「豊かな地域社会づくりに貢献する生活基盤創造企業」を標榜し、社会資本の
整備を責務として事業を展開しております。当社グループにおいてはこの考え方をもと
に、道路建設を主軸に土木、水利・環境、舗装資材の製造販売等の事業領域を確保し、
社会基盤整備の担い手として、健全な発展と存続を目指しております。  

 
２．利益配分に関する基本方針  

利益配分につきましては、業績の状況や財務内容、将来の経営環境等を総合的に勘案
して決定しております。今後につきましては、収益力の向上と財務体質の改善を推し進
め、株主の皆様のご期待に添うべく、早期復配を目指し業績の向上に努めてまいります。  

 
３．中長期的な経営戦略  
  道路建設業界では、建設投資の縮小により厳しい事業環境を強いられており、中長期
的にみても公共事業費のさらなる減少が避けられないなか、今後とも企業間競争は一段
と熾烈を極めるものと予想されます。  
また、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」や「公共工事の品質確

保の促進に関する法律」が施行されたことにより、企業が競争優位を確保していくため
には、営業力の強化はもとより、技術力・信用力等による差別化が重要な課題となって
おります。  
このような状況を踏まえ、昨年来、当社では収益構造の改善と財務基盤の強化を図る

べく諸施策に取り組んでおります。  
（１）収益構造改善  

①事業所（営業所・合材工場）の強化  
  事業の拠点となる営業所および合材工場への支援体制を充実させることにより、
各事業所の競争力強化を図っております。  

②技術力・提案力の強化  
  入札制度の変化に対応する技術力ならびに技術提案力の強化に努めるとともに、
環境関連をはじめとする周辺事業分野への積極的な営業展開を行うなど、新たなニ
ーズの創出に取り組み、受注確保を図ってまいります。  

③受注競争力の強化  
  社会経済環境の変化に応じ、継続して民間工事の受注拡大に努めるとともに、顧
客重視に立脚した営業組織への転換を進めることにより顧客層の拡充に取り組むほ
か、価格と品質に優れたサービスの提供に注力することにより、受注競争力の強化
に努めてまいります。  

④収益力の強化  
  建設事業と舗装資材製造販売事業の連携強化および業務の合理化等により機動的
かつ効率的な事業体制の構築を推進しております。  
また、建設事業では積算体制の強化、コストの圧縮などにより、受注競争力の拡
充と不採算工事の排除に努める一方、舗装資材製造販売事業においては、合材工場
の協業化を進め、運営効率の向上と事業拠点の拡充を図るほか、建設廃材のリサイ
クル事業に積極的に取り組むことにより、引き続き収益力の向上を図ってまいりま
す。  

（２）経営基盤強化  
①ステークホルダーの信頼獲得  
 当社は技術と経営に優れた企業として、顧客をはじめとする各ステークホルダー
の信頼を克ちとるべく、環境保全や品質確保、リスク管理を含む内部統制システム
の整備などへの取り組みを強化しており、今後とも、これらの取り組みを加速度的
に推進し、より強固な経営基盤の確立に努めてまいります。  
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②財務基盤強化  
  昨年実施した資本増強策により大幅に改善した財務体質をより健全なものとする
ため、業績の回復はもとより、さらなる選択と集中の徹底により経営資源の最適化
と利益の最大化に取り組み、企業価値の向上を目指してまいります。  

 
４．親会社等に関する状況  
（１）親会社等の商号等  

親会社等      属  性  親会社等の議決
権所有割合(%)

親会社等が発行する株券が  
上場されている証券取引所等  

東急建設  
株式会社  

上場会社が他の会社の関連
会社である場合における当
該他の会社  

 
２４．６  

 
株式会社東京証券取引所  
     市場第一部  

東京急行電鉄  
株式会社  

上場会社が他の会社の関連
会社である場合における当
該他の会社  
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(０．１） 
株式会社東京証券取引所  

    市場第一部  

 （注）「親会社等の議決権所有割合」の（ ）内は、間接被所有割合であり、内数であります。  
 
 
（２）親会社等のうち、上場会社に与える影響が最も大きいと認められる会社の商号又は

名称及びその理由  
東急建設株式会社は、当社の主要株主であり、また、工事受注等の取引を継続的に行

うなど事業上の結びつきが強いことから、当社に与える影響が最も大きい会社でありま
す。また、主要株主でありますフェニックス・キャピタル株式会社は企業価値向上に向
けた豊富なノウハウを有する会社であり、両社には、当社が推進する抜本的な収益構造
の改善と財務基盤の強化による事業再生にご協力いただいております。  

 
（３）親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等

との関係  
当社は東京急行電鉄株式会社を中核とする東急グループの一員として、開発事業の分

野を担っております。なお、東急建設株式会社とは類似した事業を営んでおりますが、
当社は舗装工事を中心に事業展開しており、同社とは事業領域を相互に補完しうる関係
にあるものと考えております。  
また、東急建設株式会社および東京急行電鉄株式会社の役員が当社の役員を一部兼務

いたしておりますが、取締役会の構成員として業務執行の監督機能を果たすほか、必要
に応じて経営に対する助言をいただいているものであり、当社の独立性は確保されてい
るものと認識しております。  

役 職  氏 名  親会社等又はそのグループ企業での役職  

取締役（非常勤） 中原徹郎  東京急行電鉄株式会社専務取締役  

取締役（非常勤） 山田豊彦  東急建設株式会社取締役社長  

監査役（非常勤） 山田匡通  東京急行電鉄株式会社常勤監査役  

監査役（非常勤） 堀江俊一  東急建設株式会社執行役員  
 
（４）親会社等との取引に関する事項  
  当社は、その他の関係会社である東京急行電鉄株式会社および東急建設株式会社の両
社との間で工事受注等の取引を継続的に行っております。また、東急グループの一員と
して、この大きな経営資源を活用し、事業運営に取り組んでまいる所存であります。  
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３３３３．．．．経営成績及経営成績及経営成績及経営成績及びびびび財政状態財政状態財政状態財政状態    
１．経営成績 
当中間期の概況 
当中間連結会計期間におけるわが国経済は、堅調な設備投資と個人消費の改善に牽引され、総じて緩

やかな拡大基調を持続したものの、米国景気の減速感や情報技術分野における在庫調整圧力の高まりな

ど、先行きに対する懸念材料もみられ、景気は持続的回復傾向にありながらも一部に不透明感を残した

まま推移いたしました。 
 道路建設業界におきましては、民間建設投資は引き続き増加傾向を示したものの、国、地方の財政状

況を反映して、公共事業費はさらに減少を続けており、アスファルトをはじめとする原材料価格の高止

まりと相俟って、事業環境は一段と厳しいものとなりました。 
 このような状況のもと、当社グループは業績の回復に向け、受注競争力の強化、収益率の向上、新た

な需要と顧客層の開拓などに積極的に取り組み、強固な収益基盤の確立を図ってまいりました。 
 その結果、受注高は３０６億８２百万円（前年同期比１１．６％増）、売上高は２５５億６５百万円

（前年同期比３２．５％増）となり、また、損益につきましては、経常損失は８億１百万円、中間純損

失は１０億５０百万円となりました。 
なお、事業の種類別セグメントの業績は次の通りです。 

 
「建設事業」 
 建設事業においては、建設投資全体の縮小が続くなか、全社を挙げて受注確保に取り組んだ結果、受

注高は２２１億２５百万円（前年同期比７．３％増）、完成工事高は１７０億９百万円（前年同期比   

３７．１％増）となり、また損益につきましては売上高の増加により大幅に改善し、営業損失は２百万

円（前年同期は６億１７百万円の営業損失）となりました。 
なお、主な受注工事および完成工事は、次の通りであります。 
主要受注工事 

発 注 者 工 事 名 工事場所 
西日本高速道路株式会社 第二名神高速道路甲賀舗装工事 滋 賀 県

国土交通省北海道開発局 一般国道４０号名寄市智恵文舗装外一連工事 北 海 道

国土交通省中部地方整備局 平成１８年度沼津管内道路整備工事 静 岡 県

宮 崎 市 宮崎市総合スポーツ公園多目的グラウンド（Ｂ）整備工事（２工区） 宮 崎 県

東京急行電鉄株式会社 世田谷線松原３号踏切道他２箇所軌道下横断配水管布設替工事に伴う立坑工事（受託工事） 東 京 都

主要完成工事 
発 注 者 工 事 名 工事場所 

東日本高速道路株式会社 東北自動車道一関～花巻間舗装補修工事 岩 手 県

中日本高速道路株式会社 東名阪自動車道千倉高架橋床版補強工事 愛 知 県

国土交通省北陸地方整備局 七海舗装工事 石 川 県

国土交通省中部地方整備局 平成１７年度１９号勝川電線共同溝勝川町西工事 愛 知 県

東 京 都 街路築造工事（１６南東－多摩３・１・６［矢野口］） 東 京 都
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「舗装資材製造販売事業」 
 販売競争が引き続き熾烈を極めるなか、他社との合材工場の協業化を推進し、事業拠点の充実と運営

効率の向上を図るとともに、リサイクル事業の強化やコストの削減に取り組んだ結果、売上高は８２億

９百万円（前年同期比２４．５％増）、営業利益は４億８７百万円（前年同期比５６．３％増）となり

ました。 
 
「スポーツ関連事業及び不動産事業等」 
 スポーツ関連事業及び不動産事業等につきましては、売上高は３億４７百万円（前年同期比２０．８％

増）、営業利益は６１百万円（前年同期比１０６．８％増）となりました。    
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２．財政状態 
当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

 
「営業活動によるキャッシュ･フロー」 
当中間連結会計期間におきましては、税金等調整前中間純損失が１０億４百万円となりましたが、

売上債権の減少や未成工事受入金の増加などにより、営業活動によるキャッシュ・フローは、１３億

９６百万円の資金増加（前年同期は２７億７７百万円の資金増加）となりました。 
「投資活動によるキャッシュ･フロー」 
当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、アスファルトプラント設備の

更新などを実施したことにより、８億３１百万円の資金減少（前年同期は５億９６百万円の資金減少）

となりました。 
「財務活動によるキャッシュ・フロー」 
前連結会計年度に引き続き、積極的に有利子負債の削減を進めたことにより、財務活動によるキャ

ッシュ･フローは１５億８０百万円の資金減少（前年同期は２４億８６百万円の資金減少）となりま

した。 
 
 以上の結果、当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の期末残高は前連結会計年度の期末残

高と比べ１０億円減少し、８億１８百万円（前年同期比３５．３％減）となりました。 
 
なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 平成１６年９月期 平成１７年９月期 平成１８年９月期 平成１７年３月期 平成１８年３月期 
自己資本比率（％） １０．１ ６．２ ６．９ ９．４ ７．４
時価ベースの自己資本比率（％） １０．０ ４７．１ ３４．８ １２．６ ３９．３
債務償還年数（年） ６．４ ６．９ １２．０ ９．４ ４．３
インタレスト・ガバレッジ・レシオ １２．５ ９．２ ６．９ ４．３ １３．９
（注）自己資本比率：自己資本／総資産 
   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
   インタレスト・ガバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 
※ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロ

ーを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支

払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロ

ー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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３．通期の見通し 
今後の経済情勢につきましては、底堅い国内民間需要に支えられ、景気拡大期間は戦後最長を更新す

るものと見込まれておりますが、一方で米国経済の減速懸念やゼロ金利政策解除に伴う金利先高感に加

え、原油価格の動向が内外経済に与える影響も憂慮されるなど、日本経済には依然として数多くの先行

き不安要因が内在しております。 
道路建設業界におきましても、平成１８年度の政府建設投資は８年連続で減少するとの見通しが示さ

れており、中長期的にみても建設投資の縮小による企業間競争の激化は不可避の情勢であります。 
当社といたしましては、引き続き収益構造の改善と財務基盤の強化に取り組むことにより、収益確保

を図ってまいる所存であります。 
通期の見通しにつきましては、このような状況を勘案し、売上高６７７億７０百万円、経常利益５億

７０百万円、当期純利益２億６０百万円を見込んでおります。 
 
４．事業等のリスク 
 当社グループの事業等のリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、

以下のようなものがあります。 
 なお、文中における将来に関する事項は、本書提出日（平成１８年１１月１４日）現在において当社

グループが判断したものであります。 
 
（１）経済情勢について 

   当社グループの事業内容のうち、主要な部分を占める建設事業および舗装資材製造販売事業の業績

は、公共工事の発注動向に大きく影響されます。したがいまして、公共事業費の過度の縮減傾向は、

当社グループの収益に悪影響を及ぼす可能性があります。また、同様の理由から取引先の経営状態が

悪化した場合、貸倒れの発生等により当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 
  
（２）資材価格の変動について 
   当社グループで製造する舗装資材の主要な原材料はストレートアスファルトであり、その仕入値は

原油市場の動向に大きく左右されます。仕入価格が上昇し、これを製品価格に転嫁できない場合には、

経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 
   また、建設事業におきましても同様に、製品価格の高騰により利益率が低下する可能性があります。 
 
 （３）瑕疵担保責任について 
   品質管理につきましては、品質保証に関する国際規格の認証を取得するなど、重要課題として取り

組んでおりますが、当社グループの施工物件に重大な瑕疵担保責任が発生した場合には、業績に悪影

響を及ぼす可能性があります。 
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（４）シンジケートローンならびに金利の変動について 
   当社は安定的な金融取引体制の構築を目的として、金融機関数社との間にシンジケートローン契約

を締結いたしておりますが、本契約には一定の財務制限条項が付されており、これらの条件に抵触し

た場合には期限の利益を喪失し、借入金の一括返済を求められる可能性があります。 
また、本契約による借入金残高は全て変動金利によるものであり、将来の金利情勢の動向により、

当社グループの業績が変動する可能性があります。 
  
（５）潜在株式について 
   当社は、自己資本の充実と有利子負債の圧縮を目的として、平成１７年９月に総額１２２億円の第

三者割当増資を実施いたしました。本件増資に伴い、一部優先株式（Ａ種優先株式６００万株、Ｂ種

優先株式１，２４０万株）を発行いたしましたが、同株式には普通株式を対価とする取得請求権が付

されており、将来、権利が行使された場合には、一株当たりの利益が希薄化することになります。 
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４４４４．．．．中間連結財務諸表中間連結財務諸表中間連結財務諸表中間連結財務諸表等等等等    
    
（１）中間連結貸借対照表 

                                                  （単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成１８年９月３０日現在） （平成１7 年９月３０日現在） （平成１８年３月３１日現在） 

期   別 
 
 
科   目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  ％ 

       
流 動 資 産 ２３，２６０ ５５．７ ２５，３５９ ５８．１ ３５，３１３ ６５．８ 

  現 金 預 金 ８１８  １，２６５  １，８１９  

  受 取 手 形 ・ 
  完成工事未収入金等 

１４，８４４  １７，３９２  ２８，２７１  

  未 成 工 事 支 出 金 ５，９９５  ５，６７７  ３，８６３  

  その他たな卸資産 ４１８  ４７３  ４６９  

  そ の 他 ２，０６６  １，６２３  １，９３２  

  貸 倒 引 当 金 △ ８８４  △ １，０７２  △ １，０４２  

       

固 定 資 産 １８，４６５ ４４．３ １８，２６４ ４１．９ １８，３３４ ３４．２ 

 有形固定資産 １７，１２４  １６，０１８  １６，６８５  

  建 物 ・ 構 築 物 ９，２５３  ９，０２７  ９，３５７  

  機械・運搬具・工具器具備品 １６，０４６  １６，１６２  １６，１１３  

  土 地 １２，４４１  １１，７０３  １２，２６７  

  建 設 仮 勘 定 １８１  １９  ５１  

  そ の 他 １５８  １５８  １５８  

  減 価 償 却 累 計 額 △ ２０，９５６  △ ２１，０５２  △ ２１，２６４  

       

 無 形固定資産 １７９  ２２１  １９４  

       

 投資その他の資産 １，１６０  ２，０２３  １，４５４  

  投 資 有 価 証 券 ４４５  ９４７  ４８７  

  長 期 滞 留 債 権 １９，８６０  ２０，２８９  １９，８８５  

  破 産 更 生 等 債 権 ２，４３８  ３，５９２  ３，０６９  

  そ の 他 ６９７  １，００５  ８６０  

  貸 倒 引 当 金 △ ２２，２８０  △ ２３，８１２  △ ２２，８４８  

       

繰 延 資 産 ０ ０．０ ２ ０．０ １ ０．０ 

       

資 産 合 計    ４１，７２６ １００．０    ４３，６２５ １００．０ ５３，６４９ １００．０ 
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（単位：百万円） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成１８年９月３０日現在） （平成１７年９月３０日現在） （平成１８年３月３１日現在） 

期   別 
 
 
科   目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  ％ 
       
流 動 負 債 ２１，０７２ ５０．５ ２１，６７３ ４９．７ ３１，０５５ ５７．９ 

  支払手形・工事未払金等 １４，００４  １３，３４３  ２４，００２  

  短 期 借 入 金 ２，１２２  ３，３９０  ３，２０１  

  未 払 法 人 税 等 ７９  ８０  １４８  

  未 成 工 事 受 入 金 ３，７０２  ３，９１７  ２，６０３  

  完成工事補償引当金 ４９  ３９  ３５  

  受注工事損失引当金 ４  ４６  ７  

  賞 与 引 当 金 ２５４  ８８  ９０  

  そ の 他 ８５６  ７６８  ９６５  

       

固 定 負 債 １７，７５４ ４２．６ １９，２４７ ４４．１ １８，６１３ ３４．７ 

  長 期 借 入 金 １４，６６５  １５，６６５  １５，１６５  

  繰 延 税 金 負 債 －  １００  －  

  退 職 給 付 引 当 金 ２，８２２  ２，６１０  ２，７４５  

  そ の 他 ２６７  ８７１  ７０３  

負 債 合 計 ３８，８２６ ９３．１ ４０，９２１ ９３．８ ４９，６６８ ９２．６ 



 １２

 
 

（単位：百万円） 

 
 
 
 
 
 
 

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成１８年９月３０日現在） （平成１７年９月３０日現在） （平成１８年３月３１日現在） 

期   別 
 
 
科   目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 
       

（ 資 本 の 部 ）       

       

資 本 金 － － ７，１９７ １６．５ ２，０００ ３．７ 

資 本 剰 余 金 － － １３，４８２ ３０．９ １８，６７９ ３４．８ 

利 益 剰 余 金 － － △ １８，２８９ △４１．９ △ １６，８６６ △３１．４ 

その他有価証券評価差額金 － － ３２６ ０．７ １８１ ０．３ 

自 己 株 式 － － △ １１ △０．０ △ １４ △ ０．０ 

資 本 合 計 － － ２，７０４ ６．２ ３，９８０ ７．４ 

負債・資本合計 － － ４３，６２５ １００．０ ５３，６４９ １００．０ 

       

（ 純 資 産 の 部 ）       

       

株 主 資 本 ２，７４８ ６．６ － － － － 

資 本 金 ２，０００ ４．８ － － － － 

資 本 剰 余 金 １，５５０ ３．７ － － － － 

利 益 剰 余 金 △ ７８７ △１．９ － － － － 

自 己 株 式 △ １４ △０．０ － － － － 

       

評 価 ・ 換 算 差 額 等 １５１ ０．３ － － － － 

その他有価証券評価差額金 １５１ ０．３ － － － － 

       

純 資 産 合 計 ２，８９９ ６．９ － － － － 

負債・純資産合計 ４１，７２６ １００．０ － － － － 
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（２）中間連結損益計算書 

                                                 （単位：百万円） 

 
 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 
前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

自 平成１8年４月 １日 
至 平成１8年９月３０日 

自 平成１7 年４月 １日 
至 平成１7 年９月３０日 

自 平成１7 年４月 １日 
至 平成１8 年３月３１日 

期   別 
 
 
 
 
科   目 金 額 比 率 金 額 比 率 金 額 比 率 
  ％  ％  ％ 

売 上 高 （２５，５６５）（１００．０） （１９，２８８）（１００．０） （６４，２０４）（１００．０）
  完 成 工 事 高 １７，００９ １００．０ １２，４０６ １００．０ ４６，０６３ １００．０ 

  製 品 売 上 高 ８，２０９ １００．０ ６，５９４ １００．０ １７，５９７ １００．０ 

  不動産事業等売上高 ３４７ １００．０ ２８７ １００．０ ５４３ １００．０ 

売 上 原 価 （２３，８３３） （９３．２） （１８，４２４） （９５．５） （５９，５８３） （９２．８）

  完 成 工 事 原 価 １６，２４４ ９５．５ １２，２３７ ９８．６ ４３，４９０ ９４．４ 

  製 品 売 上 原 価 ７，４２９ ９０．５ ５，９０３ ８９．５ １５，５５３ ８８．４ 

  不動産事業等売上原価 １５９ ４５．９ ２８３ ９８．８ ５３８ ９９．１ 

売 上 総 利 益 （１,７３２） （６．８） （８６３） （４．５） （４,６２０） （７．２）

  完 成 工 事 総 利 益 ７６４ ４．５ １６９ １．４ ２，５７２ ５．６ 

  製 品 売 上 総 利 益 ７８０ ９．５ ６９０ １０．５ ２，０４３ １１．６ 

  不動産事業等売上総利益  １８７ ５４．１  ３ １．２ ４ ０．９ 

販売費及び一般管理費 ２，３３４ ９．２ ２，３０７ １２．０ ４，５８２ ７．１ 

営 業 利 益 △ ６０１ △２．４ △ １，４４３ △７．５ ３８ ０．１ 

       

営 業 外 収 益 （３３） （０．２） （１８） （０．１） （４１） （０．１）

  受 取 利 息 ９  １  ２  

  受 取 配 当 金 １  ４  １１  

  土 地 賃 貸 料 ８  ７  １６  

  そ の 他 １３  ５  １０  

営 業 外 費 用 （２３２） （０．９） （６３５） （３．３） （８５１） （１．３）

  支 払 利 息 １６３  ３４５  ５０５  

  新 株 発 行 費 －  １０８  １１３  

  そ の 他 ６８  １８１  ２３１  

経 常 利 益 △ ８０１ △３．１ △ ２，０６０ △１０．７ △ ７７０ △１．２ 

       

特 別 利 益 （２６） （０．１） （２１） （０．１） （４２６） （０．７）

  固 定 資 産 売 却 益 １  －  －  

  投資有価証券売却益 －  ８  ４０１  

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 ２５  －  －  

  ゴルフ会員権償還益 －  １１  １５  

  そ の 他 －  ２  １０  

特 別 損 失 （２２９） （０．９） （２１，２４３）（１１０．１） （２１，４７１） （３３．４）

  固 定 資 産 売 却 損 ２１  ４  ９  

  固 定 資 産 除 却 損 ２４  １  ９  

  貸倒引当金繰入額 －  ６９６  ６８７  

  販売用不動産評価損 －  ７９２  ７９２  

  減 損 損 失 －  １４，９８９  １４，９８９  

  財務再構築関連損失 －  ４，４５６  ４，４５６  

  貸 倒 損 失 －  ７４  ７４  

ゴルフ会員権評価損 １３３  －  －  

  そ の 他 ５０  ２２８  ４５１  

  税金等調整前中間(当期)純利益 △ １，００４ △３．９ △ ２３，２８３ △１２０．７ △ ２１，８１４ △３４．０ 

  法人税、住民税及び事業税 ４５ ０．２ ３４ ０．２ ７９ ０．１ 

  少 数 株 主 利 益 － － △ ６，６７５ △３４．６ △ ６，６７５ △１０．４ 

中間(当期)純利益 △ １，０５０ △４．１ △ １６，６４２ △８６．３ △ １５，２１８ △２３．７ 
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（３）中間連結剰余金計算書 
                                                  （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度 期   別 
 
科   目 

自 平成１8 年４月 １日 
至 平成１8 年９月３０日 

自 平成１7 年４月 １日 
至 平成１7 年９月３０日 

自 平成１7 年４月 １日 
至 平成１8 年３月３１日 

（資本剰余金の部）    

    

資本剰余金期首残高 － ３６８ ３６８ 

資本剰余金増減高    

 増資による新株の発行 － ６，１００ ６，１００ 

  減資による増加高 － ７，３８２ １２，５７９ 

資本準備金取崩高 － △ ３６８ △ ３６８ 

資本剰余金中間（期末）残高 － １３，４８２ １８，６７９ 

    

（利益剰余金の部）    

    

利益剰余金期首残高 － △ ４，５０７ △ ４，５０７ 

利益剰余金増減高    

 資本準備金取崩高 － ３６８ ３６８ 

 減資による増加高 － ２，４９１ ２，４９１ 

  中間（当期）純利益 － △ １６，６４２ △ １５，２１８ 

利益剰余金中間（期末）残高 － △ １８，２８９ △ １６，８６６ 
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（４）中間連結株主資本等変動計算書 
 
当中間連結会計期間 （自 平成１8年４月１日 至 平成１8年９月３０日）               （単位：百万円） 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成１８年３月３１日残高 ２，０００ １８，６７９ △ １６，８６６ △ １４ ３，７９８ 

中間連結会計期間中の変動額      

中間純損失 － － △ １，０５０ － △ １，０５０ 

繰越利益剰余金てん補額 － △ １７，１２８ １７，１２８ － － 

自己株式の取得 － － － △ ０ △ ０ 
株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額（純額） － － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合計 － △ １７，１２８ １６，０７８ △ ０ △ １，０５０ 

平成１８年９月３０日残高 ２，０００ １，５５０ △ ７８７ △ １４ ２，７４８ 
 

評価・換算差額等 
 その他有価証券  

評 価 差 額 金 
評 価 ・ 換 算 
差 額 合 計 

純資産合計 

平成１８年３月３１日残高 １８１ １８１ ３，９８０ 

中間連結会計期間中の変動額    

中間純損失 － － △ １，０５０ 

繰越利益剰余金てん補額 － － － 

自己株式の取得 － － △ ０ 
株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額（純額） △ ２９ △ ２９ △ ２９ 

中間連結会計期間中の変動額合計 △ ２９ △ ２９ △ １，０８０ 

平成１８年９月３０日残高 １５１ １５１ ２，８９９ 
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（５）中間連結キャッシュ・フロー計算書 

                                                  （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 
前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー計算書 

期   別 
 
 
科   目 

自 平成１8 年４月 １日 
至 平成１9年９月３０日 

自 平成１7 年４月 １日 
至 平成１7 年９月３０日 

自 平成１7 年４月 １日 
至 平成１8 年３月３１日 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー    
   税金等調整前当期純損失または中間純損失(△)  △ １，００４ △ ２３，２８３ △ ２１，８１４ 
   減 価 償 却 費 ３７０ ４２２ ８３６ 
   減 損 損 失 － １４，９８９ １４，９８９ 
   貸倒引当金の増減額(減少：△) △ ７２６ ９９７ ４ 
   賞与引当金の増減額（減少：△） １６３ △ １６４ △ １６２ 
   退職給付引当金の増減額(減少：△) ７３ ８８ ２２２ 
   受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ １０ △ ６ △ １４ 
   支 払 利 息 １６３ ３４５ ５０５ 
   新 株 発 行 費 － １０８ １１３ 
   有 形 固 定 資 産 売 却 損 ２１ ４ ９ 
   有 形 固 定 資 産 除 却 損 ２４ １ ９ 
   投 資 有 価 証 券 売 却 益 － － △ ４０１ 
   販 売 用 不 動 産 評 価 損 － ７９２ ７９２ 
   財 務 再 構 築 関 連 損 失 － ４，４５６ ４，４５６ 
   売上債権の増減額(増加：△) １４，０８１ １７，９０３ ７，８３３ 
   未成工事支出金の増減額（増加：△） △ ２，１３２ △ ３，９５７  △ ２，１４３ 
   仕入債務の増減額（減少：△） △ １０，０００   △ １１，５０４ △ ８４５ 
   未成工事受入金の増減額（減少：△） １，０９８ ２，４２３ １，１０９ 
   未払消費税等の増減額（減少：△） ２４３ △ ４３９ △ ３０６ 
   そ の 他 △５４ △ ４１  △ ４５６ 

小 計 ２，３１１ ３，１３６ ４，７３９ 
   利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 １２ ６ １４ 
   利 息 の 支 払 額 △ ２０２ △ ３００ △ ３１０ 
   預 り 保 証 金 の 一 括 弁 済 額 △ ５８７ － － 
   法 人 税 等 の 支 払 額 △ １３７ △ ６４ △ １３６ 
  営業活動によるキャッシュ・フロー １，３９６ ２，７７７ ４，３０６ 
Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー    
   有形固定資産の取得による支出 △ ９１４ △ ４１５ △ １，４１７ 
   有形固定資産の売却による収入 ５９ ７１ ９６ 
   投資有価証券の取得による支出 △ ２ △ ２１ △ ２２ 
   投資有価証券の売却による収入 ５ ７０ ６７９ 
   子会社株式の追加取得による支出 － △ ３７０ △ ３７０ 
   ゴルフ会員権売却による収入 ２８ ３８ ４８ 
   短期貸付金の純増減額(増加：△) １０ ８ ８ 
   貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 － １０ ２２ 
   そ の 他 △ １７ ９ ８０ 
  投資活動によるキャッシュ・フロー △ ８３１ △ ５９６ △ ８７５ 
Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー    
   短期借入金の純増減額（減少：△） △ １，０７９ △ １５，７１７ △ １６，４０６ 
   長 期 借 入 れ に よ る 収 入 － １６，１６５ １６，１６５ 
   長期借入金の返済による支出 △ ５００ △ １０，８２３ △ １０，８２３ 
   株 式 の 発 行 に よ る 収 入 － ７，８９１ ７，８８６ 
   そ の 他 △ ０ △ ２ △ ４ 
  財務活動によるキャッシュ・フロー △ １，５８０ △ ２，４８６ △ ３，１８２ 
Ⅳ．現金及び現金同等物の増加額または減少額(△) △ １，０１４ △ ３０６ ２４８ 
Ⅴ．現金及び現金同等物期首残高 １，８１９ １，５７１ １，５７１ 
Ⅵ．新規連結による現金及び現金同等物の増加額 １３ － － 
Ⅶ．現金及び現金同等物中間期末(期末)残高 ８１８   １，２６５ １，８１９ 
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［中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項］ 
 
 １．連結の範囲に関する事項 
    子会社のうち、新世紀工業㈱、㈱水戸プロパティー、㈱ロイヤルフォレストゴルフ倶楽部、エスティ建材㈱、エス・ティ・ 

サービス㈱、やまびこ工業㈱、㈱大和舗道、ほくりく工業㈱及びみちのく工業㈱の９社を連結しております。また、従来 
非連結子会社であった㈱ロイヤルフォレストゴルフ倶楽部は、重要性が増したため当中間連結会計期間より連結対象とし  
ております。 

    非連結子会社は１社であり、非連結子会社は、その総資産、売上高、過去５年間における平均の中間純損益のうち持 
   分に見合う額及び利益剰余金のうち持分に見合う額等のそれぞれの合計額が、連結総資産、連結売上高、過去５年間に 
   おける平均の中間純損益及び利益剰余金等の額に対して、いずれもその割合が僅少であり、中間連結財務諸表に重要な 
   影響を及ぼしておりません。 
 
 ２．持分法の適用に関する事項 
    非連結子会社１社及び関連会社３社のうち、持分法を適用している会社はありません。 
    なお、持分法非適用の非連結子会社並びに関連会社の過去５年間における平均の中間純損益のうち持分に見合う額及 
   び利益剰余金のうち持分に見合う額等のそれぞれの合計額は、過去５年間における平均の中間純損益及び利益剰余金等 
   の額に対して、いずれもその割合が僅少であり、中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 
 
 ３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
    連結財務諸表提出会社と一致しております。 
 
 ４．会計処理基準に関する事項 
   （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
      ① 有価証券 
        その他有価証券 
         時価のあるもの     ………  中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産 
                          直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
         時価のないもの     ………  移動平均法による原価法 
      ② たな卸資産 
        未成工事支出金及びその他たな卸資産 

のうち販売用不動産              ………  個別法による原価法 
        その他たな卸資産のうち材料貯蔵品      ………  移動平均法による原価法 
   （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
      ① 有形固定資産       ………  定率法 
                          ただし、平成10年4月１日以降の新規取得建物（建物附属設備を除く） 
                          については、定額法によっております。 
                          なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
                            建 物 ・ 構 築 物 ………  ７ ～ ５０年 
                            機械・運搬具・工具器具備品 ………  ５ ～  ７年 
      ② 無形固定資産       ………  定額法 
                          なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 
                          (５年)に基づく定額法によっております。 
   （３）繰延資産の処理方法      ………  創立費は５年で均等償却しております。 
   （４）重要な引当金の計上基準 
      ① 貸倒引当金        ………  売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権について 
                          は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については、個別に 
                          回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
      ② 完成工事補償引当金    ………  完成工事のかし担保及びアフターサービス等の支出に備えるため、当中 
                          間連結会計期間末に至る１年間の完成工事高に前２連結会計期間の補修 
                          費の実績割合を乗じた額を引当計上しております。 
      ③ 受注工事損失引当金    ………  工事受注契約に係る将来の損失に備えるため、当中間連結会計期間にお 
                          ける工事受注契約に係る損失見込額を計上しております。 
      ④ 賞与引当金        ………  従業員の賞与支給に備えて、当中間連結会計期間において負担すべき支 
                          給見込額を計上しております。 
      ⑤ 退職給付引当金      ………  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債 
                          務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生 
                          していると認められる額を計上しております。 
                          なお、会計基準変更時差異（1,769百万円）については、１５年による 
                          按分額を費用処理しております。 
                          過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の 
                          年数（１３年）による定額法により費用処理しております。 
                          数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一 
                          定の年数（１０年）による定額法によりそれぞれ翌連結会計年度から費 
                          用処理しております。 
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   （５）重要なリース取引の処理方法 
     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取 
    引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
    
   （６）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理     ………   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
② 連結納税制度の適用    ………   連結納税制度を適用しております。 

 
 ５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
    中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び取 
   得日より３か月以内に満期日が到来する定期性預金からなっております。 
 
 
 
 

［ 会 計 方 針 の 変 更 ］ 
 

（貸借対照表の純資産の表示に関する会計基準） 
当中間連結会計期間より「貸借対照表の純資産の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 5 号 平成 17 年 12 月 9 日）   
及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 平成17年12月9日）
を適用しております。 

   従来の資本の部の合計に相当する金額は、2,899百万円であります。 
 
 

［ 注 記 事 項 ］ 

 
  （ 中 間連 結貸 借対 照表 関 係） 
  １．担保に供している資産  
                      （当中間連結会計期間末）    （前中間連結会計期間末）    （前連結会計年度末） 
       建物・構築物           ７４７百万円      ２６９百万円      ２６９百万円 
       土 地         ９，４３６百万円    ８，５０８百万円    ８，５０８百万円 
       合  計          １０，１８３百万円    ８，７７８百万円    ８，７７８百万円 
 
  ２．保 証 債 務 
                      （当中間連結会計期間末）    （前中間連結会計期間末）    （前連結会計年度末） 
                         ９百万円       １０百万円        ９百万円 
 
 
  （ 中 間連 結損 益計 算書 関 係） 
  １．当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大きいため、連結会 
    計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期の業績に季節的変動があります。 
  ２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 
                      （当中間連結会計期間）    （前中間連結会計期間）    （前連結会計年度） 
       従業員給与手当          ９８０百万円      ８０４百万円    １，７５８百万円 
       賞与引当金繰入額          ９４百万円       ２６百万円       ２５百万円 
       退職給付費用           １４４百万円      １２８百万円      ２７３百万円 
       営業債権貸倒引当金繰入額     １３１百万円       ４３６百万円      ６０８百万円 
 
 
 
 
 
 
 



 １９

 
 
（中間株主資本等変動計算書関係） 
 １．中間期末日における発行済株式の数      普通株式   １２１，４５３，９６５株 
                         Ａ種優先株式   ６，０００，０００株 
                         Ｂ種優先株式  １２，４００，０００株 
 ２．中間期末日における自己株式の数       普通株式       １２５，２７４株 

 
 
  （中間連結キャッシュ・フロー関係） 
  １.現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結(連結)貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
                      （当中間連結会計期間）    （前中間連結会計期間）    （前連結会計年度） 
   現金預金勘定               ８１８百万円    １，２６５百万円    １，８１９百万円 
   現金及び現金同等物            ８１８百万円    １，２６５百万円    １，８１９百万円 
  
 
  （ リ ー ス 取 引 関 係 ） 
   EDINETによる開示を行うため記載を省略しております。 



 ２０

 
 
        （ 有 価 証 券 関 係 ） 
   当中間連結会計期間  （平成１８年９月３０日現在） 
  １．その他有価証券で時価のあるもの 
                                                  （単位：百万円） 

種 類 取 得 原 価 
中 間 連 結 貸 借 
対 照 表 計 上 額 

差 額 

株 式 ６０ ２１０ １４９ 
そ の 他 ８ １０ １ 
合 計 ６８ ２２０ １５１ 

 
  ２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
    その他有価証券 
       非上場株式    ２０５百万円 
 
   前中間連結会計期間  （平成１７年９月３０日現在） 
  １．その他有価証券で時価のあるもの 
                                                  （単位：百万円） 

種 類 取 得 原 価 
中 間 連 結 貸 借 
対 照 表 計 上 額 

差 額 

株 式 ２７１ ６９８ ４２６ 
そ の 他 ８ ９ ０ 
合 計 ２８０ ７０７ ４２７ 

 
  ２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
    その他有価証券 
       非上場株式    ２１０百万円 
 
   前 連 結 会 計 年 度  （平成１８年３月３１日現在） 
  １．その他有価証券で時価のあるもの 
                                                  （単位：百万円） 

種 類 取 得 原 価 
連 結 貸 借 
対 照 表 計 上 額 

差 額 

株 式 ５８ ２３８ １８０ 
そ の 他 ８ １０ １ 
合 計 ６６ ２４８ １８１ 

 
  ２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
    その他有価証券 
       非上場株式    ２１０百万円 
 
 



 ２１

 
 （ セ グ メ ン ト 情 報 ） 
 （１）事業の種類別セグメント情報 
 
  当中間連結会計期間（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）                （単位：百万円） 
 建   設 

事   業 
舗 装 資 材 
製造販売事業 

スポーツ関連 
事 業 及 び 
不動産事業等 

計 消 去 
又は全社 連   結 

  売 上 高       
 （１）外部顧客に対する売上高 17,009 8,209 347 25,565 -  25,565 
 （２）セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 - 2,830 239 3,070 (3,070) - 

計 17,009 11,040 586 28,635 (3,070) 25,565 
  営 業 費 用 17,011 10,552 524 28,088   （1,920） 26,167 
  営業利益（又は営業損失△） △ 2 487 61 547   （1,149） △ 601 

 
  前中間連結会計期間（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日）                （単位：百万円） 
 

建   設 
事   業 

舗 装 資 材 
製造販売事業 

スポーツ関連 
事 業 及 び 
不動産事業等 

計 消 去 
又は全社 連   結 

  売 上 高       
 （１）外部顧客に対する売上高 12,406 6,594 287 19,288 -  19,288 
 （２）セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 - 2,661 261 2,922 (2,922) - 

計 12,406 9,255 549 22,210 (2,922) 19,288 
  営 業 費 用 13,024 8,943 519 22,486   （1,754） 20,732 
  営業利益（又は営業損失△） △ 617 312 29 △ 275   （1,168） △ 1,443 

 
  前 連 結 会 計 年 度（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）                （単位：百万円） 
 

建   設 
事   業 

舗 装 資 材 
製造販売事業 

スポーツ関連 
事 業 及 び 
不動産事業等 

計 消 去 
又は全社 連   結 

  売 上 高       

 （１）外部顧客に対する売上高 46,063 17,597 543 64,204 － 64,204 
 （２）セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 － 7,971 486 8,458 (8,458) － 

計 46,063 25,569 1,030 72,663 (8,458) 64,204 
  営 業 費 用 45,271 24,040 993 70,305 (6,140) 64,165 
  営業利益（又は営業損失△） 792 1,528 36 2,357 (2,318) 38 

 （注）１．事業区分の方法 
       日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。 
    ２．各事業区分に属する主要な内容 
       建 設 事 業・・舗装、土木、建築工事その他建設工事全般に関する事業 
       舗 装 資 材 製 造 販 売 事 業・・アスファルト合材等舗装資材の製造販売に関する事業 
       スポーツ関連事業及び不動産事業等・・スポーツ関連事業及び不動産開発等その他事業 
    ３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は当中間連結会計期間１，１５０百万円、前中 
      間連結会計期間１，１６５百万円、前連結会計年度２，３１６百万円であり、その主なものは、親会社本社の管理部 
      門に係る費用であります。 
 
 （２）所在地別セグメント情報 
      在外連結子会社がないため記載しておりません。 
 
 （３）海外売上高 
      海外売上高がないため記載しておりません。 



 ２２

 

［生産、受注及び販売の状況］    
                                                 （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 
自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日 

前中間連結会計期間 
自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日 

前 連 結 会 計 年 度 
自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日 

       期   別 
 
 
 区   分 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

  ％  ％  ％ 

アスファルト舗装 １７，３０５ ５６．４ １５，４５５ ５６．２ ３５，３８４ ５３．７ 

コンクリート舗装 ５８８ １．９ ４３９ １．６ ８２３ １．３ 

土 木 工 事 ４，２３２ １３．８ ４，７２７ １７．２ １１，５０３ １７．５ 

建

設

事

業 

計 ２２，１２５ ７２．１ ２０，６２３ ７５．０ ４７，７１１ ７２．５ 

舗装資材製造販売事業 ８，２０９ ２６．８ ６，５９４ ２４．０ １７，５９７ ２６．７ 

スポーツ関連事業及び不動産事業等 ３４７ １．１ ２８７ １．０ ５４３ ０．８ 

受 
 
 
 

注 
 
 
 

高 

合     計 ３０，６８２ １００．０ ２７，５０４ １００．０ ６５，８５２ １００．０ 

アスファルト舗装 １１，９４８ ４６．７ ９，８２２ ５０．９ ３５，０６６ ５４．６ 

コンクリート舗装 ９５８ ３．８ ４８６ ２．５ １，６１１ ２．５ 

土 木 工 事 ４，１０２ １６．０ ２，０９６ １０．９ ９，３８４ １４．６ 

建

設

事

業 計 １７，００９ ６６．５ １２，４０６ ６４．３ ４６，０６３ ７１．７ 

舗装資材製造販売事業 ８，２０９ ３２．１ ６，５９４ ３４．２ １７，５９７ ２７．４ 

スポーツ関連事業及び不動産事業等 ３４７ １．４ ２８７ １．５ ５４３ ０．９ 

売 
 
 
 

上 
 
 
 

高 

合     計 ２５，５６５ １００．０ １９，２８８ １００．０ ６４，２０４ １００．０ 

アスファルト舗装 １５，６４９ ７３．２ １５，６０８ ６８．４ １０，２９２ ６３．３ 

コンクリート舗装 ７０２ ３．３ １，８１２ ７．９ １，０７１ ６．６ 

土 木 工 事 ５，０２７ ２３．５ ５，４０９ ２３．７ ４，８９７ ３０．１ 

建

設

事

業 計 ２１，３７８ １００．０ ２２，８３０ １００．０ １６，２６２ １００．０ 

舗装資材製造販売事業 － － － － － － 

スポーツ関連事業及び不動産事業等 － － － － － － 

繰 
 
 
 

越 
 
 
 

高 

合     計 ２１，３７８ １００．０ ２２，８３０ １００．０ １６，２６２ １００．０ 

 


